
軍学共同学習会
1. 北⼤における軍学共同 今、昔

現在進⾏中の、１つ前の、太平洋戦争時の 軍学共同
2. 国策としての軍学共同
3. ⼤学で働くものが考えなければならないこと「倚真理⽽⽴」

この⾔葉は、１９５２年に⼤⼭郁夫⽒が北⼤を訪れたときに、北⼤職組に贈られたもの
です。 ⼤⼭先⽣は、⼤正デモクラシーの担い⼿の⼀⼈で、早⼤教授・朝⽇新聞論説委
員・労農党委員⻑・国会議員として、⺠主主義と平和の⽴場を貫いた政治学者であり社
会運動家です。・・・
⾊紙の「真理によって⽴つ」は北⼤職組が発⾜以来⼀貫して平和と⺠主主義・統⼀を貫
いてきたことを評価して書かれたものです。
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ここ１０年の「戦争前夜」への道
国 北⼤ 学術会議

2013 秘密保護法制定(12)

2014
防衛省「防衛⽣産・技術基盤戦略」策定
集団的⾃衛権⾏使容認閣議決定

2015
安全保障技術研究推進制度開始(4)
戦争法制定(9)

2016 安保技術研究費採択(6)

2017 軍事的安全保障研究声明(3)

2018
安保技術研究費辞退(2?)
総⻑代⾏(12)

2019 総⻑解任申し出(7)

2020
学術会議会員任命拒否(10)
学術会議組織⾒直し策略

総⻑解任(6)・新総⻑就任(10)
総⻑解任無効裁判開始(12)

任命拒否(10)への対応

2021

2022
経済安全保障法制定(5)
安保三⽂書改定

軍学共同審査制度(9)

2023 安保技術研究費採択(8) 学術会議の在り⽅⾒直しについて(4)



⼤騒ぎにならなかった2回⽬
防衛装備庁研究費採択

北海道新聞 2023/08/11



軍学共同再開の伏線



2022/11/8 増⽥理事「国内外の軍事・防衛を所管する機関な
どとの研究の取り扱いについて（通知）」

2022/9/26 役員会決定「国内外の軍事・防衛を所管する機関
などとの研究の取り扱い」



2022/12/9 増⽥研究戦略室⻑
（理事）「経済安全保障重要技
術育成プログラムの公募開始に
ついて（通知）」



「やる気満々」or「既に始まっている」
2023.1.20メール
関係 各位 ⼯学系事務部研究⽀援担当です。 
・・得られた秘密情報を適切に活⽤し、研究活動を推進していくため、研究活動におけ
る秘密情報管理に関する要項が下記のとおり定められましたのでお知らせいたします。 

ついては、要項及び説明資料をご確認のうえ、秘密情報の区分に応じて、適切な管理
をお願いいたします。



北⼤の「軍事研究承認」プロセス変更点
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デュアルユース研
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制(2016)

軍事・防衛を所管する機関
等との研究（資⾦提供）に
係る審査等対応(2022)



2015年開始の安全保障技術研究推進制度
応募・採択件数の推移と北⼤からの申請採択(2016)

北海道新聞2016/7/30

船体周辺に⼩さな
泡を発⽣させ摩擦
を減らし船の⾼速
化・燃費改善を可
能とする、⺠⽣⽤
船舶でも利⽤可。



軍学共同に抗する⼒
• 軍学共同反対連絡会 News Letter

• ⽇本学術会議 声明

防衛装備庁の「安全保障技術研究推進制度」（2015年
度発⾜）では、将来の装備開発につなげるという明確
な⽬的に沿って公募・審査が⾏われ、外部の専⾨家で
なく同庁内部の職員が研究中の進捗管理を⾏うなど、
政府による研究への介⼊が著しく、問題が多い。



安全保障技術研究推進制度 北⼤の辞退
北海道の⼤学・⾼専関係者有志アピールの会
声明 2016年9⽉26⽇「軍学共同・軍産学複合
体づくりにNOといえる⼤学の⾃治と⾃由を」
 声明 2017年9⽉22⽇「北海道⼤学総⻑の軍学
共同容認に反対し、責任ある説明を求める」
―防衛装備庁「安全保障技術研究推進制度」
申請についての法⼈⽂書開⽰を受けて―

北⼤は⾯談・質問状に無回答

北海道新聞2018.6.8

北⼤は辞退の理由につ
いて、１７年３⽉に⽇
本学術会議が「政府に
よる研究への介⼊が著
しく、学術の健全な発
展という⾒地から問題
が多い」と、制度を批
判した声明を挙げ、
「この声明を北⼤とし
ても尊重するため」と
説明している。



⼯学部の担当事務に「⽅針転換したのか」と確認の電話（3/8 9:20頃）
「折り返し連絡する」
3/8 14:50頃「事務局の担当に確認した所、間違いでした」との電話連絡

399が⽋番に

2022年3⽉、防衛装備庁研究費受け⼊れを否定
北⼤⼯学部の研究費公募案内サイト

2022/3/8 15:18確認

2022/3/8 9:25確認



2019

2018年度の助成辞退とその後の事象
北海道新聞2020.10.2

解任された名和⽒は提訴し１０⽉結審３⽉判決、学術会議は今も「改⾰」圧⼒



全国の⼤学では国による統制やトップによる独裁化が進み、弊害とし
てハラスメントの横⾏、⾮常勤教職員の⼤量解雇などの問題が起きて
いる。背景にある⼤学政策と、⼤学崩壊の現状をレポートする。
国の⽅針に逆らったトップが解任されてしまった例もある。北海道⼤
学の名和豊春前総⻑は防衛装備庁の助成を受けた軍事研究からの撤退
を決めたほか、⼤学として加計学園の獣医学部新設に強く異を唱えて
いたところ、'20年6⽉に⽂部科学⼤⾂から総⻑を解任された。

【はじめに】この問題の淵源 (旭川医⼤の学⻑解任) ・・・をたど
れば国⽴⼤学法⼈化（2004年）に⾏き着く。・・・⼤学の公共的
責務が果たせなくなっている。公共性を失わせる最も重要な要因
が、学⻑らガバナンスの担い⼿の専断や恣意性である。専断や恣
意性は、⼀部の財界⼈や天下り官僚、⾃⺠党政治家らと持ちつ持
たれつの関係のもとで⼤学を「私物化」する傾向すら⽣み出す。

【放逐される総⻑】（解任理由として）考えられることは、・・
防衛装備庁安全保障技術研究推進制度に関わる問題である。・・
三年⽬の研究予算を北⼤が辞退した。北⼤は、・・⽇本学術会議
の「軍事的安全保障研究に関する声明」を「尊重して研究辞退を
決めた」としている。・・国は国家安全保障上の諸課題に対応す
る科学技術政策の⽬⽟としてこの研究制度を開始したが、・・⼤
規模総合⼤学の⼀つである北⼤が、学術会議の声明を尊重して途
中で研究費の受け⼊れを辞退したことは、この制度を拡充しよう
とする推進側にとって⼤きな障害となっただろう。

2021.9

2023.2



また，⺠政党の浜⼝内閣， 若槻内閣は緊縮財政を実⾏したた
め，たとえば⼯学部では，講座に配当される予算が年々減っ
ていたという。しかし，1932, 33年ころから昭和恐慌も回復
過程に向かい，⼤学は再び拡充の波を迎えることになった。

井上蔵相の節約予算に恐怖を感じているのは下級官吏
や労働者ばかりではない、象⽛の塔に⽴て籠もって学
術研究に没頭している学者達も研究費不⾜のため研究
続⾏に困難を来たし遂に悲鳴を上げるに⾄った 即ち
これら学術研究機関は昭和５年度の実⾏予算で相当の
天引を受け電気料、ガス料にまで節約を余儀なくされ
甚だしきは⾃腹を切って費⽤を⽀出して来た程である
がさらに昭和６年度予算では⼀層の削減が実⾏され様
としているのでこれら学者は⼤恐慌を来たして居る、
現在政府各省に属する研究機関は⽂部省の東京、京都、
九州、仙台、札幌各⼤学の研究室、伝染病研究所、地
震研究所、農林省のの農事試験場、蚕業試験場、⽔産
試験場、逓信省の電気研究所等でその他栄養研究所、
醸造試験場、航空研究所等もありそれ等研究所で各々
専⾨⾃公の研究に従事する者は1千名を突破するほどで
あるがいづれも右の如く研究費の不⾜で悲鳴を挙げ唯
僅かに名⽬だけの研究を続けているという有様で学者
連は何らかの対策を講ずる意向であると⾔われている。

朝⽇1930.6.14

歴史は繰り返す「窮乏化する⼤学」

北⼤の125年



国に統制されていく⼤学
朝⽇19381201
東⼤河合教授処理

朝⽇19391111総⻑会議
「感恩の精神を興せ」

朝⽇19380729
⼤学⾃治・⽂部相再検討

朝⽇19401029⽂相
「教えるばかりが」



読売新聞 19430915

北帝⼤の軍事研究
（北⼤の125年）

航空機に関する研
究では、燃料ばかり
でなく運⽤上の諸問
題解決も必要であっ
た。・・中⾕宇吉郎
が、海軍の要請でニ
セコ⼭にゼロ戦を運
びこみ航空機の翼へ
の着氷について研
究・・中⾕の所属し
た低温科学研究所も
戦中の1941年に設
置されたが、1943
年に研究所が「科学
の要塞」として建設
された時、⼩熊所⻑
は「私達の念願とす
るのはなんといって
も戦⼒増強と作戦を
完全に遂⾏すること
だ、敵アメリカの科
学陣営に巨弾を打ち
込む意気で⼤いにや
る覚悟だ」と語って
いる。

朝⽇新聞19410421朝⽇19361124

動員されていく⼤学



1. 北⼤における軍学共同 今、昔
1. 現在進⾏中の軍学共同、
2. 1つ前の軍学共同と研究費辞退 
3. 太平洋戦争時の軍学共同

2. 国策としての軍学共同 
3. ⼤学で働くものが考えなければならないこと
• 「倚真理⽽⽴」 



防衛省技術研究本部と研究協⼒を⾏っている
⼤学・研究機関の⼀覧表

http://no-military-research.a.la9.jp/documents/collaboration_list.html
研究協⼒の締結年⽉ 技術研究本部内の部⾨ 研究協⼒の⼤学等 技術分野・協⼒内容

⽣物剤検知システム分野
試験評価及び検知⽤データベースの作成
⽣物剤検知システム分野
⼤気中微粒⼦の観測データ解析等
パワーアシスト技術分野
空気圧計測制御の技術情報交換
⽣体信号処理技術分野
疲労度合いの調査等
群制御及び協調制御技術分野
無⼈⼩型移動体の制御アルゴリズム構築等
キャビテーション分野
圧縮性を考慮したキャビテーション現象に係るデータ取得及び数値解析技術の構築
ＩＥＤ対処技術分野
爆薬検知技術
ＳＰＲを⽤いた分析法の精度・検出限界
爆薬検知技術
ロボット技術分野
三次元地図構築技術及び過酷環境下での移動体技術
⾞両⽤エンジン技術分野
エンジンシミュレーション技術

2014年 7⽉ 陸上装備研究所 東京⼯業⼤学 遠隔・⾮接触計測技術
【包括協定】 機械、電⼦及び化学分野
 ・⽔中無⼈⾞両の計測技術の技術情報交換等
 ・IED (Improvised Explosive Device) 対処技術の技術情報交換等

2015年 4⽉ 陸上装備研究所 ⾦沢⼯業⼤学

2014年 3⽉ 陸上装備研究所 千葉⼯業⼤学

2014年 6⽉ 陸上装備研究所 千葉⼤学

2013年 6⽉ 陸上装備研究所 九州⼤学

2014年 3⽉ 陸上装備研究所 帝京平成⼤学

先進技術推進センター 横浜国⽴⼤学

2012年 11⽉（終了） 陸上装備研究所 慶応義塾⼤学

2008年 3⽉（終了）

2011年 6⽉（終了）

先進技術推進センター 帯広畜産⼤学

2009年 12⽉（終了） 先進技術推進センター 帝京平成⼤学

2010年 9⽉（終了） 先進技術推進センター 東京⼯業⼤学

先進技術推進センター 東洋⼤学

2012年 6⽉



1.防衛⽣産・技術基盤戦略策定の背景
2.防衛⽣産・技術基盤の維持・強化の⽬標・意義
3.施策推進に関しての基本的視点

2014（H26）年6月防衛省

4. 防衛装備品の取
得⽅法

5. 防衛⽣産・技術
基盤の維持・強
化のための諸施
策

6. 各防衛装備品分
野の現状及び今
後の⽅向性



経済安全保障法の審議・今後の課題などについて
内閣官房経済安全保障法政準備室

経済安全保障法に関する有識者会議 第1回（2022.7.25）資料

経済安全保障法の対象４分野（サプライチェーン、インフラ、技術、特許）



経済安全保障法
余りにも広範囲にわたる対象その中に技術・特許

• 経済安全保障法の対象４分野：サプライチェーン、インフラ、技術、特許
• 世の中のほとんど全てに関わるのでは？
• 「安全保障」は軍事の⾔い換えということも考えると・・・



防衛⼒有識者会議20221020第2回



内閣府

軍学共同の転換

防衛省 防衛省
防衛
装備庁

防衛省
防衛
装備庁

経産省
厚労省

⽂科省
農⽔省

⼀本釣り：防衛省技術
研究本部との研究協⼒

制度化：安全保障技
術研究推進制度

組織化：経済安全保障
法（技術・特許分野）

デュアル
ユース

北⼤では
インテグ
リティ

⼤学

研究者



1. 北⼤における軍学共同 今、昔
1. 現在進⾏中の軍学共同、
2. 1つ前の軍学共同と研究費辞退 
3. 太平洋戦争時の軍学共同

2. 国策としての軍学共同 
3. ⼤学で働くものが考えなければならないこと
• 「倚真理⽽⽴」 



DARPAロボコンで⽇本ベンチャー企業が優勝
戦場等での物資・⼈員輸送も無⼈化が研究されており、⽶国国防総省⾼等研究計画局

（DARPA）主催の・・ビッグドッグと呼ばれる四⾜歩⾏ロボットは、不整地の物資輸送
に期待が持たれている。
2013年12⽉⽶フロリダ州で開かれた、⽶国防総省⾼等研究計画局（DARPA）主催の

災害対応ロボットの競技会で、⽇本のベンチャー企業チームが1位になった。東京⼤学
でロボットを研究する研究室のOBらによって、この競技会に参加するために設⽴され
た。・・・
競技会には⽇本を含む4カ国から16チームが出場。・・・1台で「クルマを運転する」「
凸凹道を歩く」「がれきを取り除く」「ドアを開ける」「はしごを上る」「壁に⽳を開
ける」「消⽕ホースをつなぐ」「バルブを締める」の８種⽬の競技の出来をそれぞれ競
う。・・・今回1位となり、・・ヒト型ロボットとして世界⼀の性能が認められたこと
になる。また、これまで決まっているものも含めて、開発資⾦として約4億円をDARPA
から得ることが決まった。



狙われた東⼤
情報理⼯学系研究科

2013.4.27 『産経新聞』が「東⼤に巣くう軍事忌避」を掲載
5.14 ⾃⺠党政務調査会 「わが国の研究開発⼒強化に関する

提⾔（中間報告）」
11.29 第185回国会 ⽂部科学委員会で議論

2014.12 東⼤情報理⼯学系研究科「科学研究ガイドライン」改訂
2015.1.16 『産経新聞』、「東⼤が軍事研究解禁 軍⺠両⽤技術
研究容認 政府⽅針に理解」と報道

東⼤の情報理⼯学系研究科は、完全に狙われていた。なぜな
ら、東京⼤学の中でこの研究科だけが唯⼀明⽰的に軍事⽬的の研
究開発を禁⽌する内規（軍事研究 東京⼤学では、第⼆次世界⼤
戦およびそれ以前の不幸な歴史に鑑み、⼀切の例外なく、軍事研
究を禁⽌しています。 ⾃ら軍事研究を⾏わずとも、共同研究の
過程で、意図せずに軍事研究に関わってしまうおそれがあります
ので、注意してください。）を持っていたからだ。

私はこの記事を書きながら、東京⼤学⼤学院の情報理⼯学系研
究科には、やはりこの改訂の経緯について公開的に説明する義務
がある、と考えるに⾄った。

もしかしたら、同研究科は「デュアル・ユース」という現代的
な問題について、より時代に即した形に改めようとしただけなの
かもしれない。私としてはそう信じたい気もする。だが、上記の
経緯をみる限り、同研究科は外部の政治的な圧⼒に屈したと⾒ら
れてもしかたがない。説明を、してほしい。
そして濱⽥東⼤総⻑の声明も、こうなるとなおさら頼りないもの
に⾒えてくる。タイトルと冒頭のかけ声はいい。だが、末尾にい
くにしたがって、その⾔明はどんどんとあいまいな――軍事関連
の研究を否定しているような受け⼊れているようなという意味で
「両義的な」――ものになっている。
http://hibi.hatenadiary.jp/entry/20150118/1421597524

http://hibi.hatenadiary.jp/ent
ry/20150118/1421597524

明⽰的な軍事⽬的の研究開
発を禁⽌する内規を持って
いたことだけではなく、ま
さにそこで軍事研究をする
必要があるからでは？



東京⼤学における軍事研究の禁⽌について 
学術における軍事研究の禁⽌は、政府⾒解にも⽰されているような第⼆次世界⼤

戦の惨禍への反省を踏まえて、東京⼤学の評議会での総⻑発⾔を通じて引き継がれ
てきた、東京⼤学の教育研究のもっとも重要な基本原則の⼀つである。この原理は、
「世界の公共性に奉仕する⼤学」たらんことを⽬指す東京⼤学憲章によっても裏打
ちされている。

⽇本国⺠の安⼼と安全に、東京⼤学も⼤きな責任を持つことは⾔うまでもない。
そして、その責任は、何よりも、世界の知との⾃由闊達な交流を通じた学術の発展
によってこそ達成しうるものである。軍事研究がそうした開かれた⾃由な知の交流
の障害となることは回避されるべきである。

軍事研究の意味合いは曖昧であり、防御⽬的であれば許容されるべきであるとい
う考え⽅や、攻撃⽬的と防御⽬的との区別は困難であるとの考え⽅もありうる。ま
た、過去の評議会での議論でも出されているように、学問研究はその扱い⽅によっ
て平和⽬的にも軍事⽬的にも利⽤される可能性（両義性：デュアル・ユース）が、
本質的に存在する。実際に、現代において、東京⼤学での研究成果について、デュ
アル・ユースの可能性は⾼まっていると考えられる。

このような状況を考慮すれば、東京⼤学における軍事研究の禁⽌の原則について
⼀般的に論じるだけでなく、世界の知との⾃由闊達な交流こそがもっとも国⺠の安
⼼と安全に寄与しうるという基本認識を前提とし、そのために研究成果の公開性が
⼤学の学術の根幹をなすことを踏まえつつ、具体的な個々の場⾯での適切なデュア
ル・ユースのあり⽅を丁寧に議論し対応していくことが必要であると考える。

平成27年1⽉16⽇ 東京⼤学総⻑ 濱⽥ 純⼀



北⼤で進⾏中の事態をどう⾒るか

• 東⼤情報理⼯学研究科のガイドラインのような具体
的障害の改定を求められているのではない。
• 2018年に「学術会議声明を尊重」し防衛装備庁研究

費を辞退したという報道（事実）が残っていた。
• 北⼤が、組織として防衛装備庁研究費に申請するこ

とを認めることは、「かつて国策に逆らったことへ
の深い反省と改⼼」（＝「禊ぎ」）に⾒える。



北⼤で軍事研究することの問題点
• 軍事研究を⾏なうこと⾃⾝の問題 【秘密主義】

• 学問発展の阻害となる（「安全保障技術研究推進制度では公開可能」
という妥協では済まなくなってきている［経済安全保障法］）

• 戦争を放棄した⽇本国憲法との関係
• ⼤学で軍事研究することの問題【国際性の否定】

• 学問の⾃由を侵害、⼤学の⾃治の侵⾷（崩壊）
• 国際共同研究や学⽣（とりわけ留学⽣）への悪影響が起きる

• 北⼤が軍事研究することの問題
• 2018年度に「学術会議声明を尊重し辞退」した前例との関係。2022年

の役員会決定の⾮⺠主性。
• 辞退した前総⻑が解任され、裁判が進⾏している中での「禊ぎ」的申

請・採択 （北⼤から複数の申請）
• ⼤学を政治的に⽀配しようとする動きの突破⼝（「最も弱い環」とし

ての北⼤：財政的に厳しい、研究不正が発⽣、・・）
• 他⼤学：学⻑任期を無期限化、⾃ら⾃治を否定する「運営⽅針会議」

の設⽴（国際卓越研究⼤学＋α）、最終⽬標は東⼤・京⼤の「⾃発的」
「⼤学の⾃治」放棄？



教育の場「⼤学」としての問題
授業での学⽣の反応

このような中、マスコミなどに注⽬された2016年度
の北⼤での軍学共同問題を学⽣とともに考える演習授
業が⾏われた。報道番組を観た後、複数の教員がそれ
ぞれの意⾒を表明し、その後意⾒交換。

⼤学における防衛省研究予算受け⼊れについては賛否
を含めさまざまな意⾒が出された。
限られた時間での議論ではあったが、研究成果の公開
が⽋かせないという共通認識は得られた。



⼀般学⽣の意識
⼤学祭でのシール投票

北海道⼤学
2017年6⽉4⽇（⼟）⼤学祭期間
学⽣模擬店を訪ねシール投票依頼
店員のほぼすべてが回答

Ｑ１ 防衛省から⼤学に研究予算が配分
されることを知っていますか？

Ａ１ 知っている１８ 知らない３３

Ｑ２ ⼤学が軍関係機関から研究予算を
受け取ることをどう思いますか？

Ａ２ 賛成２４ わからない２０ 反対５

思いの外、
肯定的

（^_^;）


